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要 旨
目的：富山大学，富山医科薬科大学，高岡短期大学の再編・統合前後の財務諸表分析を行うことを目的
とした。
方法：平成１７事業年度前半期の富山大学（統合前），富山医科薬科大学，高岡短期大学の財務諸表，平
成１７事業年度後半期および平成１８事業年度の富山大学（統合後）の財務諸表から，各種財務比率指標を
算出した。
結果：再編・統合前の３大学において，安全性指標である流動比率は全大学１以上であった。効率性指
標（人件費比率など），収益性指標（自己収益比率や総資本利益率など），成長性指標（外部資金比率な
ど），活動性指標（学生１人当たり教育経費や教員１人当たり研究経費など）は３大学で異なっていた。
これらの財務比率指標の数値は，比較可能な他の国立大学法人と比較して，同等かやや財務パフォーマ
ンスが低かった。再編・統合後も著変はなかった。
結論：統一的な対応に加えて，各キャンパスの財務特性に考慮した戦略が必要である。
Abstract
Purpose: This study aims to evaluate financial performance before and after the merge of Toyama
University, Toyama Medical and Pharmaceutical University, and Takaoka National College.
Methods: Financial statements for the first half of the fiscal year 2005 of Toyama University,
Toyama Medical and Pharmaceutical University, and Takaoka National College and those for the
second half of the fiscal year 2005 and 2006 of University of Toyama were used to calculate
financial ratio measures.
Results: Liquidity measures such as current ratio were more than 1 for the 3 universities.
Efficiency measures (e.g. personnel expense / business expense), profitability measures (e.g.
return on assets (ROA) and self−income / ordinary income), growth potential measures (e.g.
external funds / ordinary income), activity measures (e.g. education expense per student, research
expense per academic staff) significantly differed among the 3 universities. Many of these
measures were approximately equal to or slightly poorer than those of other comparable National
University Corporations. These measures did not change significantly after the merge of the 3
universities.
Conclusions: Financial structure differed among the 3 universities. In addition to unified financial
strategy, specific strategy should be built for each campus, reflecting the differences in financial
structure among the 3 universities.
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■緒 言
平成１６年度より国立大学には法人格が付与され，国立
大学法人となった。国立大学法人においては，法人経営
に関する一定の裁量権を得る代わりに，社会に対して法
人の財務状況に関する説明責任を果たし，自らの財務状
況を客観的に把握する目的で，国立大学法人会計基準等
に従った財務諸表の作成と公表が義務付けられた１～３）。
その結果，各国立大学法人の財務諸表分析が可能とな
り，法人の経営改善に利用されている。
著者は，平成１８事業年度の国立大学法人財務諸表分析
の結果，学部構成が財務パフォーマンスに対する強い影
響要因であることを明らかにした４）。一般に，医学部を
有する大学では，財務安全性，効率性，収益性が高い傾
向にあった。また，理工系の学部を有する大学では，成
長性や活動性が高い傾向にあった。
国立大学法人富山大学は，国立大学が法人化された１
年半後の平成１７年１０月に，富山大学，富山医科薬科大
学，高岡短期大学が再編・統合してできた国立大学法人
である。再編・統合前の富山大学は人文学部，教育学部
（現・人間発達学部），経済学部，理学部，工学部からな
り，富山医科薬科大学は医学部と薬学部，高岡短期大学
は産業造形学科，産業デザイン学科，地域ビジネス学科
（現・芸術文化学部）から構成されていた。したがって，
再編・統合前の各大学は，異なる学部構成であり，再
編・統合前の財務パフォーマンスは大きく異なると考え
られる。再編・統合前の各大学の財務パフォーマンスの
特徴や問題点を明らかにすることは，再編・統合後の富
山大学の各キャンパスの特性に応じた，より特異的で効
果的な財務マネジメントにつながる。
そこで，今回の研究では，再編・統合前後の富山大
学，富山医科薬科大学，高岡短期大学の財務諸表分析を
行い，各キャンパスの財務パフォーマンスの特徴を明ら
かにすることを目的とした。
■方 法
平成１７事業年度前半期（平成１７年４月～９月）の再
編・統合前の富山大学，富山医科薬科大学，高岡短期大
学の財務諸表と事業報告書，平成１７事業年度後半期（平
成１７年１０月～平成１８年３月）の再編・統合後の財務諸表
と事業報告書，平成１８事業年度の富山大学の財務諸表と
事業報告書を用いた。
再編・統合前後の財務パフォーマンスの比較を目的と
して財務比率指標５～７）を算出した。財務比率指標は多数
存在するが，今回の研究では，文部科学省や監査法人か
ら提案されている財務安全性，効率性，収益性，成長
性，活動性に関する財務比率指標８～１０）を用いた。
安全性指標
 流動比率＝流動資産／流動負債
 当座比率＝当座資産／流動負債
 業務キャッシュフロー比率＝業務キャッシュフロー
／流動負債
 自己資本比率＝自己資本／総資産
 運営費交付金比率＝運営費交付金収益／経常収益
流動比率および当座比率は，流動負債の支払い能力を
示しており，比率が高いほど支払い能力が高いことを意
味している。事業の性質にもよるが，流動比率は１以上
が望ましく，２以上が理想的であるとされる。当座比率
は，流動資産から棚卸資産や診療材料といった容易に現
金化できない資産を減じ，流動負債で除した指標であ
り，流動比率と同様に大きいほどよい。業務キャッシュ
フロー比率は，流動負債が業務キャッシュフローでまか
なえるかを示す指標であり，高いほどよい。業務キャッ
シュフローは実際に発生した現金収入であり，流動資産
とは異なり不良債権を含む可能性がないため，業務
キャッシュフロー比率は流動比率より良い指標であると
考えられている。
自己資本比率は，自己資本を総資産で除して算出され
る。法人の総資本のうちの安定性の高い自己資本の割合
がどの程度あるかを示しており，自己資本比率が高いほ
ど安定性が高いと判断される。運営費交付金比率は，運
営費交付金による収益を経常収益で除して算出される。
運営費交付金比率が低いほど，運営費交付金以外の収入
があり，収益源の多様化が図られ財務が安定しているこ
とを意味する。また，比率が低いほど，運営費交付金漸
減政策の影響は小さくなる。
効率性指標
 教員人件費比率＝教員人件費／業務費
 職員人件費比率＝職員人件費／業務費
 一般管理費比率＝一般管理費／業務費
教育や医療は労働集約型産業であり，一般に人件費比
率が他業種と比較して高いが，高すぎる人件費比率は経
営圧迫の原因にもなる。したがって，業務費に対する人
件費比率は低いほうが望ましい。
一般管理費比率は，一般管理費を業務費で除して算出
されるが，法人全体の管理運営に対する費用が高すぎる
のは問題があるため，一般管理費比率は低いほうが望ま
しい。
収益性指標
 自己収益比率＝自己収益（授業料収益・入学金収
益・検定料収益・病院収益・財務収益・雑益）／経
常収益
 学生納付金収益比率＝学生納付金収益（授業料収
益・入学金収益・検定料収益）／経常収益
 資金運用率＝受取利息／現金・預金
 総資本利益率＝経常利益／総資本（ROA）
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 自己資本利益率＝当期純利益／自己資本（ROE）
自己収益比率は，経常収益に占める自己収益の割合を
示しており，高いほど収益性が高いと判断される。運営
費交付金は漸減の方向であるため，自己収益比率が高い
ほど法人として収益の安定性も確保されていることを意
味する。学生納付金収益比率は，経常収益に占める学生
納付金収益の割合を示している。法人の自己収益源の確
保という点では高いほうが望ましいということになる
が，学生に対する金銭的負担の増加をも意味するため，
判断は難しい。
資金運用率は，現金・預金からいくらの利息を得たか
を示しており，この比率が高いほど法人の資金運用効率
が高いことを意味している。
総資本利益率は，総資本に対してどの程度の経常利益
が得られたかを示しており，総資本に対する収益性の指
標である。また自己資本利益率は，自己資本に対してど
の程度の当期純利益が得られたかを示しており，自己資
本に対する収益性の指標である。総資本利益率，自己資
本利益率が高いほど，資本を有効活用していることを意
味する。
成長性指標
 外部資金比率＝外部資金収益（受託研究費等収益，
受託事業費等収益，寄付金収益）／経常収益
 寄付金比率＝寄付金収益／経常収益
 無形固定資産比率＝無形固定資産／総資産
外部資金比率と寄付金比率は，それぞれ外部資金収益
と寄付金収益の経常収益に対する割合で示される指標で
ある。運営費交付金が漸減される中で，外部資金の獲得
により収益構造の多様化を図ることは，財務の安定性に
つながると同時に，将来に対する成長性の決定要因であ
るといえる。したがって，２つの指標は比率が高いほど
成長性が高いといえる。無形固定資産比率は，無形固定
資産を総資産で除した指標である。無形固定資産には特
許権や商標権，ソフトウエアなどの資産が含まれてお
り，特許権などは将来にわたって法人に利益をもたらす
可能性がある。したがって，この指標が高いほど成長性
が高いといえる。
活動性指標
 教育経費比率＝教育経費／業務費
 研究経費比率＝研究経費／業務費
 教育研究支援経費比率＝教育研究支援経費／業務費
 学生１人当たり教育経費＝教育経費／学生数
 教員１人当たり研究経費＝研究経費／教員数
教育と研究は大学の根幹的業務である。したがって，
業務費に対して，教育経費や研究経費，教育研究支援経
費が高いほど，大学の教育研究活動に対する活動性が高
いと判断できる。また，学生１人当たり教育経費や教員
１人当たりの研究経費も高いほど，教育研究活動に対す
る活動性が高いといえる。
■結 果
表１に，再編・統合前後の主要な財務数値の推移を示
す。再編・統合前の貸借対照表上の資産でみると，富山
大学の資産は約４５５億円，富山医科薬科大学の資産は約
２４８億，高岡短期大学の資産は約５３億円であった。内訳
を見ると，富山大学の資産の９１．９％が固定資産，８．１％
が流動資産であった。富山医科薬科大学の資産は，
７４．７％が固定資産，２５．３％が流動資産であった。高岡短
期大学の資産は，８３．４％が固定資産，１６．６％が流動資産
であった。負債・資本の部では，自己資本の比率は，富
山大学が７７．３％，富山医科薬科大学が２８．６％，高岡短期
大学が８３．１％であった。
再編・統合前の損益計算書では，富山大学の経常費用
が約４７億円であり，７７．９％が人件費であった。経常収益
が約５８億円であり，６３．５％が運営費交付金であった。富
山医科薬科大学の経常費用は約９４億円であり，４９．１％が
人件費であった。経常収益は約１００億円であり，６１．８％
が自己収益，３２．３％が運営費交付金であり，自己収益が
運営費交付金の約２倍あった。高岡短期大学の経常費用
は約６億円であり，７０．９％が人件費であった。経常収益
は約１０億円であり，８２．６％が運営費交付金であった。当
期総利益は，富山大学が約１１億円，富山医科薬科大学が
約６億円，高岡短期大学が約４億円であった。
キャッシュフロー計算書のなかの業務キャッシュフ
ローでは，富山大学が約５億円，富山医科薬科大学が約
１１億円，高岡短期大学が約３億円であった。
再編・統合後の平成１８事業年度の財務数値では，資産
が約６７７億円であり，８６．９％が固定資産，１３．１％が流動
資産であった。負債・資本の部では，自己資本の比率は
６０．４％であった。損益計算書では，経常費用が約３２０億
円であり，５９．２％が人件費であった。経常収益は約３３０
億円であり，４０．８％が運営費交付金によるものであっ
た。当期総利益は約１０億円であった。再編・統合後の平
成１７事業年度後半期の経常利益はマイナスであり，経常
損失が発生しているが，旧法人からの継承積立金の取り
崩しにより，最終的に当期総利益ではプラスとなってい
る。
再編・統合直前の財務諸表上の資産規模から見た新富
山大学の資産は，新富山大学を１００％とした場合，旧富
山大学由来が約６０％，富山医科薬科大学由来が約３３％，
高岡短期大学由来が７％であった。収益規模では，新富
山大学を１００％とした場合，旧富山大学由来が３４％，富
山医科薬科大学由来が５９．４％，高岡短期大学由来が
６．１％であった。
表２に，再編・統合前後の安全性指標の推移を示す。
再編・統合前の流動比率は３大学とも１００％以上であ
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り，高岡短期大学において最も高く，２１１％であった。
当座比率と業務キャッシュフロー比率も，高岡短期大学
において最も高く，富山医科薬科大学，富山大学が続い
た。自己資本比率と運営費交付金比率は，ともに高岡短
期大学が最も高く，富山大学，富山医科薬科大学が続い
た。再編・統合後は，どの安全性指標も３大学の中間的
な値となった。
表３に，再編・統合前後の効率性指標の推移を示す。
再編・統合前の教員人件費比率は，富山大学が最も高く
５９．２％，高岡短期大学が４９．９％，最も低かったのが富山
医科薬科大学で１９．３％であった。職員人件費比率は，富
山医科薬科大学が最も高く３０．８％，高岡短期大学が
表１ 富山大学・富山医科薬科大学・高岡短期大学の再編・統合前後の主要な財務数値の推移 （単位：百万円）
富山大学
（平成１７年４月～
９月）
富山医科薬科大学
（平成１７年４月～
９月）
高岡短期大学
（平成１７年４月～
９月）
富山大学
（平成１７年１０月～
平成１８年３月）
富山大学
（平成１８年４月～
平成１９年３月）
貸借対照表
固定資産 ４１，７９４（９１．９％） １８，５２３（７４．７％） ４，３９０（８３．４％） ６０，６７２（８６．５％） ５８，８１９（８６．９％）
流動資産 ３，６９３（８．１％） ６，２６２（２５．３％） ８７２（１６．６％） ９，４９６（１３．５％） ８，８８９（１３．１％）
資産合計 ４５，４８７ ２４，７８５ ５，２６１ ７０，１６８ ６７，７０８
固定負債 ６，７８０（１４．９％） １２，４６１（５０．３％） ４７６（９．１％） １８，１４４（２５．９％） １７，４１３（２５．７％）
流動負債 ３，５４６（７．８％） ５，２３６（２１．１％） ４１３（７．９％） ９，２１３（１３．１％） ９，３６８（１３．８％）
資本 ３５，１６１（７７．３％） ７，０８８（２８．６％） ４，３７２（８３．１％） ４２，８１０（６１．０％） ４０，９２７（６０．４％）
負債資本合計 ４５，４８７ ２４，７８５ ５，２６１ ７０，１６８ ６７，７０８
損益計算書
教育経費 ３９４（８．３％） ２１５（２．３％） ６１（９．８％） ９３８（５．４％） １，５１２（４．７％）
研究経費 ２２９（４．８％） ２９５（３．１％） １４（２．２％） ６９１（４．０％） １，４３０（４．５％）
人件費（役員・教員・職員） ３，６８６（７７．９％） ４，５９９（４９．１％） ４４２（７０．９％） ９，９９０（５７．９％） １８，９３９（５９．２％）
一般管理費 ２２５（４．８％） ２２１（２．４％） １０１（１６．２％） ６６３（３．８％） １，５８２（４．９％）
経常費用 ４，７２９ ９，３７３ ６２３ １７，２４２ ３２，０１２
運営費交付金 ３，６８０（６３．５％） ３，２２０（３２．３％） ８５２（８２．６％） ５，２４５（３３．２％） １３，４４５（４０．８％）
自己収益 １，８９３（３２．７％） ６，１６７（６１．８％） １０３（１０．０％） ９，２７６（５８．６％） １７，４９３（５３．１％）
外部資金 ９０（１．６％） ２９８（３．０％） ３９（３．８％） ７６８（４．９％） １，２１０（３．７％）
経常収益 ５，７９４ ９，９７１ １，０３２ １５，８１８ ３２，９６７
経常利益 １，０６５ ５９８ ４０９ －１，４２４ ９５６
当期総利益 １，０８８ ６１０ ４０９ ６２８ ９７１
キャッシュフロー計算書
業務キャッシュフロー ５３８ １，０６１ ２９０ ２，３６７ ３，６０６
表２ 富山大学・富山医科薬科大学・高岡短期大学の再編・統合前後の安全性指標の推移
富山大学
（平成１７年４月～
９月）
富山医科薬科大学
（平成１７年４月～
９月）
高岡短期大学
（平成１７年４月～
９月）
富山大学
（平成１７年１０月～
平成１８年３月）
富山大学
（平成１８年４月～
平成１９年３月）
流動比率（％） １０４．１ １１９．６ ２１１．０ １０３．１ ９４．９
当座比率（％） ５０．９ ６６．６ １８７．３ ７７．９ ７１．０
業務キャッシュフロー比率（％） １５．２ ２０．３ ７０．２ ２５．７ ３８．５
自己資本比率（％） ７７．３ ２８．６ ８３．１ ６１．０ ６０．４
運営費交付金比率（％） ６３．５ ３２．３ ８２．６ ３３．２ ４０．８
表３ 富山大学・富山医科薬科大学・高岡短期大学の再編・統合前後の効率性指標の推移
富山大学
（平成１７年４月～
９月）
富山医科薬科大学
（平成１７年４月～
９月）
高岡短期大学
（平成１７年４月～
９月）
富山大学
（平成１７年１０月～
平成１８年３月）
富山大学
（平成１８年４月～
平成１９年３月）
教員人件費比率（％） ５９．２ １９．３ ４９．９ ３４．０ ３４．９
職員人件費比率（％） ２０．２ ３０．８ ２７．７ ２６．６ ２７．８
一般管理費比率（％） ５．０ ２．５ １９．４ ４．０ ５．３
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２７．７％，最も低かったのが富山大学で２０．２％であった。
一般管理費比率は，高岡短期大学で最も高く１９．４％，富
山大学が５．０％，最も低かったのが富山医科薬科大学で
２．５％であった。再編・統合後は，どの効率性指標も３
大学の中間的な値で推移した。
表４に，再編・統合前後の収益性指標の推移を示す。
自己収益比率は，富山医科薬科大学が最も高く６１．９％，
富山大学が３２．７％，高岡短期大学が最も低く１０．０％で
あった。学生納付金収益比率は，富山大学が３２．２％で最
も高く，高岡短期大学で９．６％，富山医科薬科大学が最
も低く４．８％であった。資金運用率は，３大学ともほとん
ど０％であった。総資本利益率と自己資本利益率は，高
岡短期大学が最も高く（それぞれ７．８％と９．４％），次に
富山医科薬科大学であり（それぞれ２．４％と８．６％），富
山大学が最も低かった（それぞれ２．３％と３．１％）。再
編・統合直後の平成１７年事業年度後半期の総資本利益率
および自己資本利益率はマイナスであったが，当該期間
において経常損失が発生したことによる。平成１８事業年
度の総資本利益率および自己資本利益率は，それぞれ
１．４％と２．３％であった。
表５に，再編・統合前後の成長性指標の推移を示す。
外部資金比率および寄付金比率は，いずれも高岡短期大
学が最も高く（それぞれ３．８％と３．７％），次に富山医科
薬科大学（それぞれ３．０％と２．０％），富山大学が最も低
かった（それぞれ１．６％と０．９％）。総資産に対する無形
固定資産は３大学でほぼ同様の値であり，０．２～０．３％で
あった。再編・統合後は，外部資金比率が増加傾向で
あった。
表６に，再編・統合前後の活動性指標の推移を示す。
教育経費比率は，高岡短期大学が最も高く（１１．７％）で
あり，次に富山大学（８．７％），そして富山医科薬科大学
（２．４％）であった。研究経費比率は，富山大学が最も高
く（５．１％）であり，次に富山医科薬科大学（３．３％），
そして高岡短期大学（２．６％）であった。教育研究支援
経費比率も同様の傾向であった。学生１人当たり教育経
費は，富山医科薬科大学が最も高く約１３万円（平成１７事
業年度前半期）であり，高岡短期大学が約１２万円，富山
大学が最も低く約６万円であった。教員１人当たり研究
経費は，富山医科薬科大学が最も高く約８２万円，富山大
学が約４２万円，高岡短期大学が約２５万円で最も低かっ
た。
表４ 富山大学・富山医科薬科大学・高岡短期大学の再編・統合前後の収益性指標の推移
富山大学
（平成１７年４月～
９月）
富山医科薬科大学
（平成１７年４月～
９月）
高岡短期大学
（平成１７年４月～
９月）
富山大学
（平成１７年１０月～
平成１８年３月）
富山大学
（平成１８年４月～
平成１９年３月）
自己収益比率（％） ３２．７ ６１．９ １０．０ ５８．６ ５３．１
学生納付金収益比率（％） ３２．２ ４．８ ９．６ ２０．３ １７．０
資金運用率（％） ０．０２ ０．００ ０．００ ０．０１ ０．０５
総資本利益率（％） ２．３ ２．４ ７．８ －２．０ １．４
自己資本利益率（％） ３．１ ８．６ ９．４ －３．３ ２．３
表５ 富山大学・富山医科薬科大学・高岡短期大学の再編・統合前後の成長性指標の推移
富山大学
（平成１７年４月～
９月）
富山医科薬科大学
（平成１７年４月～
９月）
高岡短期大学
（平成１７年４月～
９月）
富山大学
（平成１７年１０月～
平成１８年３月）
富山大学
（平成１８年４月～
平成１９年３月）
外部資金比率（％） １．６ ３．０ ３．８ ４．９ ３．７
寄付金比率（％） ０．９ ２．０ ３．７ １．８ １．８
無形固定資産比率（％） ０．２ ０．３ ０．２ ０．２ ０．２
表６ 富山大学・富山医科薬科大学・高岡短期大学の再編・統合前後の活動性指標の推移
富山大学
（平成１７年４月～
９月）
富山医科薬科大学
（平成１７年４月～
９月）
高岡短期大学
（平成１７年４月～
９月）
富山大学
（平成１７年１０月～
平成１８年３月）
富山大学
（平成１８年４月～
平成１９年３月）
教育経費比率（％） ８．７ ２．４ １１．７ ５．７ ５．０
研究経費比率（％） ５．１ ３．３ ２．６ ４．２ ４．８
教育研究支援経費比率（％） ３．６ １．４ ０．９ ２．２ ２．２
学生１人当たり教育経費（千円） ５５ １３３ １２１ １０１ １６３
教員１人当たり研究経費（千円） ４１８ ８１７ ２４５ ７１２ １，４８１
富山大医学会誌 １９巻１号 ２００８年16
■考 察
今回の研究では，富山大学，富山医科薬科大学，高岡
短期大学の再編・統合前後の財務諸表分析を行った。そ
の結果，再編・統合前の財務諸表における主要勘定科目
の数値や財務比率指標は３大学でかなり異なっていた。
したがって，財務マネジメントは，全学統一的な対応に
加えて，各キャンパスの財務特性を考慮したマネジメン
トが望まれる。
安全性指標のうち流動比率は，３大学とも１以上であ
り，流動負債をまかなう流動資産があることが示唆され
た。再編・統合後も流動比率は約１であり，短期的な支
払い能力という点では，再編・統合前後で問題なく推移
していた。平成１８事業年度の全国立大学法人の流動比
率４）と比較しても平均的な数値であった。国立大学法人
の収益の大きな割合を占める運営費交付金は，貸借対照
表上に運営費交付金債務の形で負債計上されるとともに
資産上では流動資産となるため，民間企業と異なり短期
的な資金繰りに困るということは通常ない１０）。流動比率
が学部構成の異なる国立大学法人においても大差がない
理由は，運営費交付金の存在にあるといえる。
運営費交付金比率は，高岡短期大学は８２．６％，富山大
学が６３．５％，富山医科薬科大学が３２．３％であった。平成
１８事業年度における運営費交付金比率は，医学部を有し
ない地方国立大学の平均は５５．８％であり４），高岡短期大
学および富山大学において全国平均値よりかなり高かっ
た。また，単科の医科大学の平均は２８．９％であるから，
富山医科薬科大学もやや高めである。運営費交付金比率
が高い場合は，その法人は運営費交付金以外の収入が少
ないことを意味しており，運営費交付金の漸減がなされ
ていく中では望ましくない。したがって，経営の安定化
のために受託研究等収益，受託事業等収益，寄付金収
益，公開講座や教員免許更新講習等の収益などによる収
益源の多様化を検討すべきである。富山医科薬科大学
が，３大学の中で運営費交付金比率が低い理由は，外部
資金収益に加えて，附属病院収益という独自の収益源の
存在が大きい。したがって，今後とも附属病院の財務マ
ネジメントに注力する必要がある。
効率性指標のうち教員人件費比率は，再編・統合前の
富山大学で５９．２％，富山短期大学で４９．８％と高く，富山
医科薬科大学では１９．３％と低かった。著者の過去の研究
において，平成１８事業年度の医学部を有しない地方国立
大学の同指標の平均は５６．６％であり，単科の医科大学の
同指標の平均は１６．８％であったので４），平均値よりやや
高かった。再編・統合後の値は３４．０％であり，医学部を
有する地方国立大学平均の３１．７％に近い値となった。医
学部を有する大学においては，一般的に教員人件費比率
が低くなるが，附属病院の診療経費の存在によるところ
が大きい。職員人件費比率は，再編・統合前の富山医科
薬科大学が３０．８％，富山大学が２０．２％，高岡短期大学が
２７．７％であった。平成１８事業年度の医学部を有しない地
方国立大学の平均は１９．１％，単科の医科大学が３０．０％で
あったので４），再編・統合前の職員人件費比率は平均的
な数値であるといえる。一般管理費比率は，高岡短期大
学が最も高く１９．４％，富山大学が５％，富山医科薬科大
学が２．５％であった。平成１８事業年度の医学部を有しな
い地方国立大学の平均は５．０％，単科の医科大学が２．０％
であったので４），再編・統合前の一般管理費比率は平均
的な数値であるといえる。
再編・統合後の平成１８事業年度の教員人件費比率，職
員人件費比率，一般管理費比率は，それぞれ３４．９％，
２７．８％，５．３％であった。平成１８事業年度の医学部を有
する地方国立大学の同指標の平均は，それぞれ３１．７％，
２６．４％，３．３％であったので４），富山大学はやや高めで
あり，改善可能性について検討の余地があるといえる。
収益性指標については，自己収益比率は富山医科薬科
大学で最も高く６１．９％，次に富山大学の３２．７％，高岡短
期大学は最も低く１０．０％であった。富山医科薬科大学の
自己収益比率の高さは，附属病院収益によるところが大
きい。著者の過去の研究では，平成１８事業年度の単科の
医科大学の平均値は６３．０％であり４），富山医科薬科大学
は平均的な数値であった。また，医学部を有しない地方
国立大学の平均は３３．４％であり４），富山大学は平均的な
数値であった。しかし，医学部を有しない大学であって
も比較的高い大学もあり，検討の余地はある。再編・統
合後の自己収益比率は５３．１％であり，医学部を有する地
方国立大学の平均である５４．０％４）に近い値を示してい
る。再編・統合前の総資本利益率および自己資本利益率
は，高岡短期大学で最も高く（それぞれ７．８％と９．４％），
次に富山医科薬科大学（それぞれ２．４％と８．６％），富山
大学（それぞれ２．３％と３．１％）であった。再編・統合後
は，それぞれ１．４％と２．３％であり，平成１８事業年度の医
学部をする地方国立大学の同指標の平均はそれぞれ
１．６％と２．７％であり４），平均的な値である。
資金運用率については，再編・統合前後においてほと
んど０％であった。国立大学法人における余裕金の運用
先は限定されていることから，高い資金運用率は期待で
きない。しかしながら，著者の過去の研究では，大都市
の総合大学は資金運用率が他大学より高い傾向にあっ
た４）。大学の財源になると同時に，収益源の多様化によ
る大学経営の安定化につながることから検討の余地があ
る。
成長性指標については，再編・統合前の外部資金比率
および寄付金比率ともに高岡短期大学で最も高く，次に
富山医科薬科大学であり，富山大学で最も低かった。富
山医科薬科大学の場合は，経常収益に附属病院収益が含
まれることから比率では低くなる。外部資金額では，平
成１７事業年度前半期は富山医科薬科大学が約３億円で最
も高く，富山大学が約９，０００万円，高岡短期大学が約
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４，０００万円であった。平成１８事業年度の医学部を有する
地方国立大学の平均値は，外部資金比率で４．４％，寄付
金比率で１．８％であった４）。したがって，再編・統合後
の平成１８事業年度の富山大学の数値は平均的である。ま
た，再編・統合前からの数値を見ても全体として上昇傾
向にあり望ましい。
活動性指標については，教育経費比率および研究経費
比率は，損益計算書に診療経費がある富山医科薬科大学
において低くなる傾向になる。そのため，学生１人当た
り教育経費，教員１人当たり研究経費でみると，富山医
科薬科大学において最も高かった。学生１人当たり教育
経費は富山大学が最も低く，教員１人当たり研究経費は
高岡短期大学が最も低かった。平成１８事業年度の医学部
を有する地方国立大学平均はそれぞれ約１８万円，約１７７
万円であり４），再編・統合後の富山大学は教育経費は平
均的であるが，研究経費は平均よりやや低かった。
著者は，平成１８事業年度の国立大学法人の財務諸表分
析の結果，学部構成が財務パフォーマンスに対する強い
影響要因であることを明らかにした４）。一般に，医学部
を有する大学では，財務安全性，効率性，収益性が高い
傾向にあった。また，理工系の学部を有する大学では，
成長性や活動性が高い傾向にあった。しかし，学部構成
の寄与が低い比率指標もあることから，単に学部構成の
みで決定されるのではなく，財務マネジメントも重要で
あることが示唆された。
富山医科薬科大学の財務諸表分析における収益性の高
さなどの指標の高さは，附属病院収益という独自の収入
源があることに由来する部分が大きい。したがって，附
属病院のマネジメント次第では，法人全体の経営に大き
な問題が発生するが，現在のところ収支バランスがとれ
ていることから，大学全体の財務パフォーマンスにプラ
スに作用している。他の学部においても，附属病院収益
に相当するような独自の収益源を確保することにより，
財務パフォーマンスの向上を目指してもよいのではない
かといえる。
今回の研究においては，合併前後の財務諸表はいずれ
も国立大学法人会計基準等に則って作成されたものであ
り，一般的な企業間の合併前後の財務分析と比較して，
財務諸表間の比較可能性が高く，結果の妥当性・信頼性
が高いといえる。財務諸表分析の限界として，まず第１
に，貨幣価値で評価できない事象については反映されて
いないことがあげられる。第２に，今回の研究では，代
表的な財務比率指標を用いたが，今回用いた指標以外に
も多数の財務比率指標は存在する。用いた財務比率指標
の妥当性や持つ意味について，今後検討が必要である。
第３に，再編・統合前の財務諸表は４月～９月までの半
年分の反映であり，通年での評価では指標が変化する可
能性がある。しかし，再編・統合直後の半年分の財務諸
表と平成１８事業年度１年分の財務諸表を用いた財務比率
では著変がない。また，国立大学法人の収益源として大
きな割合を占める運営費交付金は，期間進行基準により
収益化されるため，民間企業と比較して期間による収益
のバラツキが少ないことを特徴とする１０）。再編・統合前
の財務諸表分析が半年分であることは，大きな問題には
ならないと考えられる。
結論として，再編・統合前の富山大学，富山医科薬科
大学，高岡短期大学の財務比率指標は３大学で明らかに
異なっていた。また，再編・統合前の各大学，および，
再編・統合後の富山大学の財務比率指標は，比較可能な
他の国立大学の財務比率指標と比較して，多くの指標が
平均的ないしは平均をやや下回る水準にあった。した
がって，改善可能性について検討の余地があった。以上
から，財務マネジメントは，全学統一的な対応に加え
て，各キャンパスの財務特性を考慮したマネジメントが
必要である。
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